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産地リスク軽減技術総合対策事業






省エネ体系確立支援事業実施状況報告書





事業実施年度：平　成　　　　年　度




都道府県名・市町村名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　




事業実施主体名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　







第１　事業実績
１　全体実績
	事業の内容
	実施時期
	事業量（回数、面積、台数等）
	事業費（円）
	費目別積算根拠

	省エネ技術導入検討会の開催


	




	




	




	





	現地検討会の開催



	




	




	




	





	現地ほ場等試験の実施


	




	




	




	





	省エネ技術導入効果の検証


	




	




	




	





	調査報告書の作成



	




	




	




	





	
合　計

	


	


	


	




  （注）費目別積算根拠は、事業費の内訳が分かるように記入すること。




２　設備備品費内訳
（１）リース・レンタルにより調達した主な設備
	
設　備　名

	仕　様
製造会社名
型　式
	
用　　　途

	
金額(円)

	主として
使用する者

	
設置場所

	リース･レンタル
時期


	


	


	


	


	


	


	



	



	



	



	



	



	



	






（２）購入した主な備品等
	
備　品　名

	仕　様
製造会社名
型　式
	
用　　　途

	
金額(円)

	主として
使用する者

	
設置場所

	
納入時期


	


	


	


	


	


	


	



	


	


	


	


	


	


	





第２　経費の配分及び負担区分
	
事　　業　　名
	総　事　業　費
（Ａ＋Ｂ）
	負　担　区　分
	
備　　考

	
	
	国庫補助金（Ａ）
	自己資金等（Ｂ）
	

	
省資源・省エネ生産技術対策事業
　省資源・省エネ体系確立支援
　　省エネ体系確立支援事業
	              円



	              円



	              円



	


	
　　　　　　　　合　　　計

	


	


	


	




　注：備考欄には、仕入れに係る消費税相当額について、これを減額した場合には「除税額○○円、うち国費○○円」を、同税額がない場合には「該当なし」を、同税額が明らかでない場合には「含税額」をそれぞれ記入すること。

第３　事業の目的に対する取組の総合評価
　１　取組の概要及び評価
	







　２　事業の成果目標の達成状況    
　（１）電気の使用量（電気のみを使用している場合） 
	具体的な成果目標

	現状
（平成　　年度）
	事業実施年度
（平成　　年度）
	達成率
	達成度の検証方法

	       

	電気の年間使用量


	Kwh


	Kwh


	    %


	現状と比較し、目標の電気の年間使用量が10%以上低減されていること

	


　（注）１　「目標」欄には、事業評価が可能な数値目標を記入すること。 
　　　　２　小数点第２位を四捨五入する。 
　　　　３　現状の電気使用量及び燃油使用量については、前年度の使用量がわかる資料を添付すること。なお、新規に省電力技術を導入する場合は、参考とした資料を添付すること。
　　　　４　現状は、当初の事業実施計画書から転記する。目標年度の場合は、「事業実施年度」を「目標年度」とする。 
 
　（２）電気等の使用量（電気以外のエネルギーを併用する場合）        
	具体的な成果目標

	現状
（平成　年度）
	事業実施年度
（平成　　年度）
	達成率
	達成度の検証方法

	          

	①電気の年間使用量

②その他燃料の年間使用量

	Kwh

                 L

	Kwh

                  L

	    %


    %
	現状と比較し、目標の電気の年間使用量が10%以上低減されていること、かつ、その他の燃料の年間使用量が増加していないこと。

	


　（注）１　「目標」欄には、事業評価が可能な数値目標を記入すること。
　　　　２　小数点第２位を四捨五入しする。
　　　　３　現状の電気使用量及び燃油使用量については、前年度の使用量がわかる資料を添付すること。なお、新規に省電力技術を導入する場合は、参考とした資料を添付すること。 
　　　　４　現状は、当初の事業実施計画書から転記する。目標年度の場合は、「事業実施年度」を「目標年度」とする。

　（３）原単位（原単位を目標とする場合）
	具体的な成果目標

	現状（平成　年度）

	目標（平成　　年度）

	達成率
	達成度の検証方法


	原単位

（参考）
①電気の年間使用量

②生産量

	Kwh/t


Kwh

              ｔ

	Kwh/t


Kwh

                ｔ

	    %

    

    


	原単位の式＝電気使用量（年間）÷生産量（年間）
（算出例）200Kwh÷2,000ｔ＝0.1Kwh/ｔ（原単位は、小数点以下、第２位までで四捨五入すること）




　（注）１　「目標」欄には、事業評価が可能な数値目標を記入すること。
　　　　２　小数点第２位を四捨五入する。
　　　　３　現状の電気使用量については、前年度の使用量がわかる資料を添付すること。なお、新規に省電力技術を導入する場合は、参考とした資料を添付すること。
　　　 ４　生産量の単位については、事業実施主体が実際に使用している生産量の単位によるものとする。
